

あさぎり町産業用地企業振興補助実施要綱
平成３０年６月１日
告示第２５号
(目的)
第1条　あさぎり町産業用地分譲条例（平成３０年あさぎり町条例第１７号）に定める産業用地(以下「産業用地」という。)の分譲を受けることが認められた事業者(以下「認定事業者」という。)が、産業用地に工場又は事業所(以下「工場等」という。)を新設又は増設する場合、町内における産業の振興及び雇用の拡大を図るため、その経費に対し、あさぎり町補助金等交付規則(平成１５年あさぎり町規則第３９号、以下「規則」という。)に定めるもののほか、予算の範囲内で、この要綱により補助金を交付する。
(定義)　
第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
（１）新設　認定事業者が、新たに工場等を設置することをいう。
（２）増設　認定事業者が、生産拡充のため施設又は設備等を設置又は拡張
することをいう。
（３）固定資産投資額　地方税法(昭和２５年法律第２２６号)第３４１条に規定する家屋及び償却資産の取得等に要する経費の総額をいう。ただし、償却資産については、所得税法施行令(昭和４０年政令第９６号)第６条第１号から第３号まで、第６号及び第７号に掲げる資産に限る。
(交付対象企業)
第３条　補助金の対象となる企業（以下「交付対象企業」という。）は、次の各号に掲げる要件のすべてを満たすものとする。
（１）産業用地を購入した者
（２）新設又は増設する工場等の固定資産投資額が２，０００万円以上であること。
（３）産業用地申込書にある要員計画を満たすこと。
（４）新設又は増設する工場等の公害の防止に関し、必要な対策がとられて　いること。
（５）町税の滞納がないこと。
(補助金の交付の対象)
第４条　この要綱に定める補助対象経費は、工場等を新設又は増設する場合に要する次に掲げる経費とする。
(１)　構築物の建設等に要する経費
(２)　機械、設備等償却資産の取得等に要する経費
 (補助金の額)
第5条　補助金は、次の各号のとおりとする。
(１)　補助対象経費に５０パーセントを乗じて得た額で、これに係る他の補助金がある場合はその額を控除した額とし、上限２，０００万円とする。なお、１，０００円未満の端数があるときはこれを切り捨てる。
(２)　交付回数は、交付対象企業１社につき、その年度内において１回限りとする。
(３)　過去に本事業における補助を受けたものの合計額も、上限を２，０００万円とする。
[bookmark: _GoBack] (補助金の交付申請)
第6条　補助金の交付を受けようとする交付対象企業（以下「申請者」という。）は、工場等の新設又は増設に着手する日の３０日前までに、あさぎり町産業用地企業振興補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、町長に提出するものとする。
（１）工場等建設計画書(操業開始までの工程表等)
（２）工場等建物平面図
（３）工場等における立地企業の雇用者の雇入れに関する計画書
（４）固定資産投資に関する計画書
（５）工場等における公害の防止に関する計画書
（６）定款
（７）法人の登記事項証明書
（８）印鑑証明書
（９）町が発行する納税証明書
（１０）申請時前３箇年分の事業報告書及び事業税納税証明書
（１１）その他町長が必要と認める書類
(補助金の交付決定又は却下)
第７条　町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容について審査を行い、補助の可否を決定し、あさぎり町産業用地企業振興補助金交付決定通知書（様式第２号）又はあさぎり町産業用地企業振興補助金却下通知書（様式第３号）により、申請者に通知する。
(事業内容の変更等)
第８条　前条の規定による決定通知を受けた者（以下「補助金交付決定事業者」という。）が、事業の内容を変更しようとするときは、あらかじめ、あさぎり町産業用地企業振興補助事業変更承認申請書(様式第４号)を町長に提出するものとする。
２　町長は、前項の規定による申請があったときは、その内容について審査を行い、その可否を決定し、あさぎり町産業用地企業振興補助事業変更承認・却下通知書（様式第５号）により、申請者に通知する。
(申請の辞退)
第９条　申請者が本事業に係る申請を中止、廃止又は取り下げる場合は、あさぎり町産業用地企業振興補助金交付申請辞退届出書（様式第６号）を町長に提出するものとする。
２　前項による届出があったときは、申請並びに助成金の交付決定及び交付確定はなかったものとする。
(完了報告)
第１０条　助成金交付決定事業者は、工場等の新設又は増設が完了したときは、完了した日から１０日以内に、あさぎり町産業用地企業振興補助事業完了届(様式第７号) に、次に掲げる書類を添付して、町長に提出するものとする。
（１）工事代金全ての振込受付書（金融機関のもので振替又は現金用）の原　　本（提出時に原本を確認し、写しをとり返却）
（２）工事実績書（変更又は最終見積明細書等）
（３）写真（内・外観。機器等は型番を接写）
（４）その他町長が特に必要と認める書類
(補助金の減額)
第１１条　前条の規定における報告のうち、当初より補助対象経費が下回った場合にのみ補助金額を算定し直し、第７条における補助金決定通知の額をその額に減額する。
(補助金の確定)
第１２条　町長は、第１０条の規定による完了報告があったときは、その内容について審査及び調査等を行い、適当と認められた場合は、あさぎり町産業用地企業振興補助金交付確定通知書（様式第８号）により、申請者に通知する。
(補助金の請求)
第１３条　前条の規定により補助金の確定通知を受けた者（以下「補助金交付確定事業者」という。）は、あさぎり町産業用地企業振興補助金交付請求書（様式第９号）をもって、補助金を町長に請求するものとする。
(補助金の交付)
第１４条　町長は、前条の規定による請求が適当であると認めるときは、補助金交付確定事業者に補助金を交付する。
(承継の届出)
第１５条　合併、譲渡、相続その他の事由により、認定事業者に係る事業を承継した者は、その承継の日から３０日以内に、認定事業者承継届(様式第１０号)に承継を証する書類を添えて、町長に届け出るものとする。
(立入検査等)
第１６条　町長は、予算の執行の適正を期するため、認定事業者に対し、時期を問わず、必要な報告を求め、又は当該職員に、その工場等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査し、若しくは関係者に質問させることができる。
２　認定事業者は、町長が、前項の規定による報告の求め、又は立入検査等を行うときには、これに応じるものとする。
(決定及び確定の取消し等)
第１７条　町長は、補助金交付決定事業者及び補助金交付確定事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付決定及び交付確定を取り消し、又は既に交付した補助金の全部又は一部を返還させることを命じることができる。
（１）正当な理由がなく、交付申請後３年以内に操業等を開始しないとき。
（２）この要綱に違反する行為があったとき。
（３）偽りその他不正の手段により認定を受けたとき。
 (書類の整備)
第１８条　認定事業者は、本事業に係る補助金の経理を明らかにした書類を整理し、当該補助金の交付を受けた日の属する年度の翌年度から起算して、５年間これを保存しなければならない。
(その他)
第１９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。
附　則
（施行期日）
この要綱は、平成３０年６月１日から施行する。
